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Ⅱ ＥＩＡ（方法書以降の手続に係る環境影響評価）の手法 

７．水 質 

7.1 休憩所の供用に係る水の濁り及び水の汚れ 

本資料は、「道路環境影響評価の技術手法」 のうち、「7.1休憩所の供用に係る水の濁り及び水

の汚れ」を改定したものである。 改定の経緯を下の表に示す。今回の改定では、主務省令*1の改

正を反映させた。 

なお、本資料で示す手法等はあくまで一例であり、実際には各事業者が対象道路事業毎にこれ

らの手法等を参考としつつ、 適切な手法等を選択することが望ましい。 

 

 
*1 「道路事業に係る環境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査、予測及び評価を合理的に行うための手

法を選定するための指針、環境の保全のための措置に関する指針等を定める省令」 （平成10年建設省令第10

号、最終改正：平成25年国土交通省令第28号） 

  

「道路環境影響評価の技術手法」 7.1「休憩所の供用に係る水の濁り及び水の汚れ」の改定の経緯  

改定等の時期 資料番号 執筆等担当者 改定等の理由 

平成12年10月 土木研究所資料 
第3744号 
 

旧建設省土木研究所環境部交通環
境研究室  

初版 
 

 
室 長 
前主任研究員
元主任研究員
交流研究員 

大西 博文 
山田 俊哉 
江橋 英治 
大野 順通 

旧日本道路公団企画部道路環境課

元副参事 
元副参事 

岩橋 正視 
角田 成昭 

平成19年6月 国土技術政策総
合研究所資料 
第388号 
 

国土交通省国土技術政策総合研究
所環境研究部道路環境研究室 

主務省令の改正 

主任研究官 
室 長 
前交流研究員

曽根 真理 
並河 良治 
沢村 英男 

平成25年3月 国土技術政策総
合研究所資料 
第714号 

国土交通省国土技術政策総合研究
所環境研究部道路環境研究室 

主務省令の改正 

室 長 
主任研究官 
研究官 

角湯 克典 
井上 隆司 
山本 裕一郎 
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「7.1 休憩所の供用に係る水の濁り及び水の汚れ」の概要 

休憩所の供用に係る水の濁り（又は水の汚れ）についての調査は、予測、評価に必要な

整合を図るべき基準の状況や現況濃度の把握を目的として、排出先の公共用水域に係る環

境基準等の状況、水質及び水象の状況を対象に行う。予測は、参考手法による場合原単位

法により将来の公共用水域へ排出される汚水による負荷量を対象に行う。予測結果から、

環境影響がない又は極めて小さいと判断される場合以外にあっては、環境保全措置の検討

を行う。評価は、回避・低減及び環境基準等との整合性の観点から行う。  

なお、公共用水域とは、「水質汚濁防止法」(昭和 45 年法律第 138 号)第二条第一項に

よる以下のものをいう。 

①河川、湖沼、港湾、沿岸海域、その他の公共の用に供される水域。 

②上記水域に接続する公共溝渠、かんがい用水路、その他の公共の用に供される水路。

ただし、公共下水道及び流域下水道であって終末処理場を設置しているものを除く。 

また、ここでいう休憩所とは、し尿及び雑排水等を排出するサービスエリア・パーキン

グエリア等の施設とする。 

なお、本節では休憩所の供用に係る水の濁り及び水の汚れの双方を扱っており、「水の

濁り（又は水の汚れ）」は、水の汚れの記述として水の濁りに関する記述を（ ）内の記

述に置き換えることを意味する（以下同様）。 

 

＊ ＊ ＊ 

 

休憩所の供用以外に土地又は工作物の存在及び供用に係る環境影響要因として、道路の

供用による路面排水や凍結防止剤、トンネルの供用によるトンネル壁面の洗浄水が想定さ

れる。 

路面排水は降雨時のみ流出するものであり、既存の調査結果１）によると初期流出時にや

や高い汚濁濃度が検出される場合もある（路面排水に排水基準は適用されないが、仮に適

用しても排水基準を超過するような濃度を示すことはまれであった）が、これは一時的な

ものであって時間の経過とともに速やかに濃度は減少する。 

冬季に路面上に散布した凍結防止剤は、融雪水と共に公共用水域に流入するが、既存の

調査結果２）によると流入後は速やかに拡散・希釈される。また、凍結防止剤の主成分であ

る塩化ナトリウム(NaCl)及び塩化カルシウム(CaCl2）等は毒性を示すものではない。 

一般的にトンネル洗浄水は、トンネル坑口付近に設置された貯水槽に一時的に溜め、ト

ンネル洗浄水処理車で処理するか、バキュームカーにより汚水処理施設に搬出し処理する。

また、これらの対策が困難な場合においても、乾式清掃による対策が可能である。 

以上により、これらの公共用水域の水質に及ぼす影響は、一般的には小さいと考えられ

るため、参考項目としていない。 
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図－7.1.1 「休憩所の供用に係る水の濁り（又は水の汚れ）」における調査、予測及び評価の流れ 

 

 

 

  

7.1.2 地域特性の把握 

１）自然的状況  
水象の状況  

２）社会的状況  
①下水道の整備の状況  
②環境の保全を目的とする法令等の状況 

7.1.1 事業特性の把握 

１）対象道路事業に係る道路の区分、設計速度、

計画交通量及び構造の概要  
①計画交通量  
②構造の概要  

7.1.3 項目の選定 

休憩所の設置が計画されており、かつ、休憩所からの汚水を公共用水域に排出する場合

7.1.4 調査及び予測の手法の選定 

調査・予測手法は、参考手法を勘案しつつ、事業特性及び地域特性、方法書手続きを通じて得られ

る情報等を踏まえ、選定する。 

7.1.5 調査の手法 

参考調査手法 

浮遊物質量（又は、生物化学的酸素要求量若しくは化学的酸素要求量）の環境基準及び排水基準（又

は、排水基準及び総量規制基準並びに汚濁負荷量に係る規制基準）の内容について、既存資料調査に

より行う。 

7.1.6 予測の手法 

参考予測手法 

原単位法により休憩所から公共用水域へ排出される汚水の浮遊物質量（又は、生物化学的酸素要求

量若しくは化学的酸素要求量）を予測する。  

7.1.7 環境保全措置の検討 

①  予測結果等から、環境影響がない又は極めて小さいと判断される場合以外にあっては、実行可能

な範囲内で環境影響をできる限り回避・低減すること及び国又は関係する地方公共団体の基準又は

目標の達成に努めることを目的として環境保全措置の検討を行う。  
②  ①の検討を行った場合は、複数案の比較検討、実行可能なより良い技術が取り入れられているか

どうかの検討等を通じて、環境影響ができる限り回避・低減されているかどうかを検証する。  
③  ①の検討を行った場合は、環境保全措置の実施主体、方法、効果、措置後の環境の状況の変化及

びそれに伴う環境への影響を明らかにする。 

7.1.8 評価の手法 

①  事業者により実行可能な範囲内で環境影響が回避・低減されているかどうかを評価する。  
②  国又は関係する地方公共団体の基準又は目標と整合が図られているかどうかを評価する。  
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7.1.1 事業特性の把握 

事業特性の把握については、計画の熟度に応じ、休憩所の供用に係る水の濁り（又 

は水の汚れ）の項目の選定、調査及び予測の実施に関連する以下の内容を把握する。なお、

当該事業において「配慮書段階の検討＊1」を行った場合は、その検討で収集した情報を活

用し、不足する情報を補足する。 

１）対象道路事業に係る道路の区分（道路構造令（昭和 45 年政令第 320 号）第三条 

に規定する道路の区分をいう）、設計速度、計画交通量及び構造の概要 

(1) 計画交通量（対象とする時期、将来年平均日交通量） 

(2) 構造の概要 

休憩所（パーキングエリア、サービスエリア）の存在の有無、設置が想定される概ね

の位置 

 

【解 説】 

これらの事業特性は、項目の選定、調査及び予測の手法の選定、予測の実施に必要に

なる。 

なお、「配慮書段階の検討」を実施した事業（本項目を計画段階配慮事項として選定

しなかった場合を含む。）においては、その検討で一定程度の情報が収集されているこ

とから、これらを活用し、不足する情報を補足する。 

１）項目の選定に係る事業特性 

「休憩所の存在の有無、設置が想定される概ねの位置」は、公共用水域に休憩所からの

汚水を排出するか否かを判断するために必要である。 

２）調査及び予測の手法の選定に係る事業特性 

「休憩所の存在の有無、設置が想定される概ねの位置」は、調査方法、予測方法（予測

地点等）を選定するために必要である。詳細は、「7.1.5 調査の手法」、「7.1.6 予測の

手法」を参照のこと。 

３）予測に用いる事業特性 

「計画交通量」は、原単位法により休憩所からの汚水による負荷量を予測するために必

要である。詳細は、「7.1.6 予測の手法」を参照のこと。 

 

*1「配慮書段階の検討」 

概略ルート・構造の検討（構想段階の検討）における、環境面に関する検討を、環

境影響評価法第３条の２及び関連する主務省令に基づき行ったもの。「１．計画段階

配慮事項（全ての影響要因・環境要素に共通）」を参照。 
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7.1.2 地域特性の把握 

地域特性の把握については、対象道路事業実施区域及びその周囲についての入手可能な

最新の文献＊１その他の資料（出版物等であって、事業者が一般に入手可能な資料）に基づ

き、休憩所の供用に係る水の濁り（又は水の汚れ）に係る項目の選定、調査及び予測の実

施に関連する以下の内容を把握する。なお、当該事業において「配慮書段階の検討」を行

った場合は、その検討で収集した情報を活用し、不足する情報を補足する。 

１）自然的状況 

(1) 水象、水質、底質その他の水に係る環境の状況（環境基準の確保の状況を含む） 

①水象の状況 

河川、湖沼及び海域の分布の状況 

２）社会的状況 

(1) 下水道の整備の状況 

下水道の整備の状況 

(2) 環境の保全を目的として法令等により指定された地域その他の対象及び当該対象

に係る規制の内容その他の状況 

①「環境基本法」(平成５年法律第 91 号)第十六条第一項の規定により定められた水

質汚濁に係る環境基準の類型の指定状況 

②「水質汚濁防止法」(昭和 45 年法律第 138 号)第三条第三項の規定による排水基準

が定められた区域 

③「水質汚濁防止法」(昭和 45 年法律第 138 号)第四条の二第一項に規定する指定地

域 

④「瀬戸内海環境保全特別措置法」(昭和 48 年法律第 110 号)第五条第一項に規定す

る関係府県の区域 

⑤「湖沼水質保全特別措置法」(昭和 59 年法律第 61 号)第三条第二項により規定さ

れた指定地域 

 

【解 説】 

これらの地域特性は、項目の選定、調査及び予測の手法の選定、調査、予測及び評価

の実施に必要になる。 

なお、「配慮書段階の検討」を実施した事業（本項目を計画段階配慮事項として選定

しなかった場合を含む。）においては、その検討で一定程度の情報が収集されているこ

とから、これらを活用し、不足する情報を補足する。 

１）項目の選定に係る地域特性 

項目の選定に係る地域特性としては、「水象の状況」、「下水道の整備の状況」等か

ら保全対象となる公共用水域の状況を把握する。 

「水象の状況」より、休憩所からの排出が予想される水域を把握するものとする。ま

た、「下水道の整備の状況」より、休憩所からの排出水を下水道に排出することが想定

されるか否かを把握するものとする。これらと休憩所の設置が想定される概ねの位置か

ら、項目の選定について検討する。詳細は、「7.1.3 項目の選定」を参照のこと。 
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２）調査及び予測の手法の選定に係る地域特性 

「環境の保全を目的として法令等により指定された地域その他の対象の状況、当該対

象に係る規制の内容の状況」は、調査地点及び予測地点の概略的な設定に用いられる。

「7.1.5 調査の手法」及び「7.1.6 予測の手法」を参照のこと。 

３）予測及び評価に用いる地域特性 

「水象の状況」、「下水道の整備の状況」等は、場合によっては「7.1.5 調査の手法」 

で示した調査すべき情報として代用され、予測条件として用いることがある。評価の実

施に用いる地域特性としては、「環境の保全を目的として法令等により指定された地域

その他の対象の状況、当該対象に係る規制の内容の状況」があり、これらは評価におい

て基準又は目標との整合性の検討を行う際に必要である。 

 

*1「入手可能な最新の文献」 

文献の例を表－7.1.1 に示す。 

 

表－7.1.1 地域特性の項目と資料の例 

地域特性の項目 文献・資料名 文献・資料から抽出する内容 発行者等 

自
然
的
状
況 

水象の状況 河川図 

公共用水域の

管内図 

河川、湖沼及び海域の分布の状況 国又は都道府県 

地形図 国土地理院 

社
会
的
状
況 

下水道の整備の状況  下水道整備計

画等  
下水道の整備の状況（現況及び将来

計画） 

地方公共団体 

環境の保全を目的と

して法令等により指

定された地域その他

の対象の状況、当該対

象に係る規制の内容

の状況 

例規集等 環境基本法第十六条第一項の規定に

より定められた水質汚濁に係る環境

基準の類型の指定状況 

都道府県等 

水質汚濁防止法第三条第三項の規定

による排水基準が定められた区域 

都道府県等 

水質汚濁防止法第四条の二第一項に

規定する指定地域 

都道府県等 

瀬戸内海環境保全特別措置法第五条

第一項に規定する関係府県の区域 

府県等 

湖沼水質保全特別措置法第三条第二

項により規定された指定地域 

都道府県等 

 

表－7.1.1 に示される環境の保全を目的として法令等により指定された地域等と当

該地域等に係る規制の内容の関係は、表－7.1.2 に示すとおりである。 
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表－7.1.2 環境の保全を目的として法令等により指定された地域等と規制の内容 

法令等により指定された地域等 規制の内容 
環境基本法第十六条第一項の規定により定められ

た水質汚濁に係る環境基準の類型の指定状況 
「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和 46 年

環境庁告示第 59 号）第一の規定により、環境省又

は都道府県が指定した水域類型に係る生活環境の

保全に関する環境基準が適用される。 

水質汚濁防止法第三条第三項の規定による排水基

準が定められた区域 
水質汚濁防止法第三条第三項の規定により、都道

府県が条例で定めた排水基準より厳しい許容限度

の排水基準が適用される。 

水質汚濁防止法第四条の二第一項に規定する指定

地域若しくは瀬戸内海環境保全特別措置法第五条

第一項に規定する関係府県の区域 

水質汚濁防止法第四条の五の規定により、化学的

酸素要求量に係る総量規制基準（指定地域内事業

所から排出される排出水の汚濁負荷量について定

める許容限度）が適用される。 

湖沼水質保全特別措置法第三条第二項により規定

された指定地域 
湖沼水質保全特別措置法第七条第一項の規定によ

り、化学的酸素要求量に係る汚濁負荷量の規制基

準が適用される。 
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7.1.3  項目の選定 

本項目の選定は、休憩所の設置が計画されており、かつ、休憩所からの汚水を公共用水

域に排出する場合に行う。 

 

【解 説】 

本項目の選定にあたっては、「7.1.1 事業特性の把握」で得られた「休憩所の存在

の有無、設置が想定される概ねの位置」と「7.1.2  地域特性の把握」で得られた「水

象の状況」、「下水道の整備の状況」により、休憩所からの汚水を公共用水域に排出す

るか否かにより判断するものとし、選定するしないに拘わらず、その理由を明らかにす

るものとする。 
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7.1.4 調査及び予測の手法の選定 

 調査及び予測の手法は、7.1.5 及び 7.1.6 に示す参考手法を勘案しつつ、事業特性及び

地域特性、方法書手続きを通じて得られる情報等を踏まえ、選定する。 

 

【解 説】 

調査及び予測の手法の選定にあたっては、省令第二十三条に基づき、参考手法を勘案

しつつ、事業特性及び地域特性、方法書手続きを通じて得られる情報等を踏まえ、選定

する。 
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7.1.5 調査の手法 

１）調査すべき情報 

(1) 休憩所の供用に係る汚水の排出先となる公共用水域の環境基準＊１について調査

する。 

(2) 排出先の公共用水域の水質及び水象の状況＊2 を調査する。 

(3) 休憩所の供用に係る浮遊物質量の排水基準＊3（又は、排出先が河川の場合は基本

的に休憩所の供用に係る生物化学的酸素要求量の排水基準、排出先の公共用水域が

湖沼又は海域の場合は基本的に休憩所の供用に係る化学的酸素要求量の排水基準＊4）

の規制の内容について調査する。 

２）調査の基本的な手法 

調査の基本的な手法は、既存の文献その他の資料による情報の収集及び当該情の整理

により行う。排出先の公共用水域の水質及び水象の状況についての資料若しくは文献が

ない場合又は不備な場合は現地調査＊5 によりこれを補う。現地調査は、関連法令、指針

等に示される方法に基づいて実施する。 

３）調査地域 

汚水を排出する公共用水域 

４）調査地点 

汚水を排出する地点、又はその下流域において水質及び水象の状況を適切に把握でき

る地点＊6 とする。 

５）調査期間等 

調査期間は、水質及び水象の状況を適切に把握できる期間及び頻度＊7 とする 

 

別表第二  参考手法（調査の手法） 

水の濁り：休憩所の供用 

一  調査すべき情報 

国又は関係する地方公共団体による水質に係る規制等の状況 

二 調査の基本的な手法 

 文献その他の資料による情報の収集及び当該情報の整理 

三 調査地域 

 汚水を排水する公共用水域 

四 調査地点 

 汚水を排水する地点 
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別表第二  参考手法（調査の手法） 

水の汚れ：休憩所の供用 

一  調査すべき情報 

 国又は関係する地方公共団体による水質に係る規制等の状況 

二 調査の基本的な手法 

 文献その他の資料による情報の収集及び当該情報の整理 

三 調査地域 

 汚水を排水する公共用水域 

四 調査地点 

 汚水を排水する地点 

 

【解 説】   

「7.1.5 調査の手法」では、省令別表第二（第二十三条関係）に規定する参考調査

手法を具体的に示した。この調査手法は、予測・評価に対して、合理的に十分対応でき

る手法である。 

 

*1「環境基準」 

「水質汚濁に係る環境基準について」第一の規定により定められる水域類型に係る

生活環境の保全に関する環境基準。 

*2「水質及び水象の状況」 

バックグラウンド濃度及びバックグラウンド負荷量を把握するため水質濃度及び流

量を調査する。調査結果は、月別に日間平均値を示し、さらにそれらのデータを基に

年間平均値等を示すものとする。 

*3「排水基準」 

「水質汚濁防止法」第三条第一項の規定により定められる。また、「水質汚濁防止

法」第三条第三項の規定による都道府県が条例で定めた排水基準より厳しい許容限度

の排水基準が定められている場合は、その排水基準も含むものとする。 

*4「排出先が河川の場合は基本的に休憩所の供用に係る生物化学的酸素要求量の排水基

準、排出先の公共用水域が湖沼又は海域の場合は基本的に休憩所の供用に係る化学的

酸素要求量の排水基準」３） 

生物化学的酸素要求量は水中の有機物等の被酸化物を好気性微生物により生物化学

的に酸化分解させる（20℃の恒温槽で５日間）際に消費される酸素量を mg/l で表した

ものである。水の汚れを表す指標として古くから用いられ、環境基準においても河川

について基準値が定められている。また、河川に排出される排出水は、生物化学的酸

素要求量についての排水基準が適用される。したがって、休憩所の供用に伴い汚水を

河川へ排出する場合は、生物化学的酸素要求量を指標とし、その排水基準の規制の内

容について調査する。ただし、「水質汚濁防止法」第四条の五又は「瀬戸内海環境保

全特別措置法」第十二条の三の規定による化学的酸素要求量に係る総量規制基準若し

くは「湖沼水質保全特別措置法」第七条第一項の規定による化学的酸素要求量に係る
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汚濁負荷量の許容限度が定められている河川へ排出する場合は、化学的酸素要求量も

指標とし、その規制の内容も調査する。 

一方、水が５日以上滞留するような湖沼や海域においては、生物化学的酸素要求量

は指標として不適当であるため、水中の被酸化物を酸化剤で化学的に酸化する時に消

費される酸素量を mg/l で表した化学的酸素要求量が指標とされている。環境基準にお

いても、湖沼及び海域について基準値が定められている。また、湖沼及び海域に排出

される排出水は、化学的酸素要求量についての排水基準が適用される。したがって、

休憩所の供用に伴い汚水を湖沼又は海域へ排出する場合は、化学的酸素要求量を指標

とし、その排水基準の規制の内容について調査する。なお、「水質汚濁防止法」第四

条の五又は「瀬戸内海環境保全特別措置法」第十二条の三の規定による化学的酸素要

求量に係る総量規制基準若しくは「湖沼水質保全特別措置法」第七条第一項の規定に

よる化学的酸素要求量に係る汚濁負荷量の許容限度が定められている湖沼に排出する

場合は、その規制の内容も調査する。 

*5「現地調査」 

水質、水象の現地調査は、「水質汚濁に係る環境基準について」、「水質調査方法」

及び「海洋観測指針」等に示される方法を参考として実施する。 

*6「水質及び水象の状況を適切に把握できる地点」 

休憩所からの汚水を公共用水域に排出したときの水質を予測及び評価するため、原

則として調査地点は流量の測定が可能な排出地点の直下流とする。河川の場合、距離

の遠い下流域、当該河川等が流入する本川、湖沼又は海域等は含まなくてよい。 

*7「適切に把握できる期間及び頻度」 

現地調査を行う場合の調査期間及び頻度については、原則として以下のとおりとす

る。 

水質の状況は、月１回、１年以上実施する。 

水象の状況は、河川の場合は、月１回、１年以上実施し、湖沼、海域等の閉鎖性水

域の場合は、15 日連続測定を成層期（夏季）及び循環期（冬季）にそれぞれ１回以上

実施する。 

ただし、水質の状況及び水象の状況の調査においては、以下のような場合に適宜調

査回数を減じても差し支えない。 

水質の状況･･･水質の変動が少ない水域で調査する場合。 

水象の状況･･･河川の場合で、水位の変動が少ない水域で調査する場合。 

 

  



- 7-1-13 - 

 

7.1.6 予測の手法 

１）予測の基本的な手法 

予測の基本的な手法は、休憩所に設置される公衆便所、レストラン、売店等の施設別

汚水量及び施設別汚水水質の原単位を用いて、原単位法＊１により休憩所から公共用水域

へ排出される汚水の浮遊物質量（又は、生物化学的酸素要求量若しくは化学的酸素要求

量）を予測する。 

「原単位法」には、次式を用いる。ただし、Ｃｉ及びＱｉついては既存のデータ等を参

考に適切に設定する。 

            

C1=
∑(Ci× Qi)

∑Qi           

ここで、 Ｃ１：排水の水質(mg/l) 

                   Ｃｉ：施設別汚水水質(mg/l) 

            Ｑｉ：施設別汚水量(l/日) 

                     Ｃｉ×Ｑｉ：施設別汚濁負荷量(mg/日) 

 

なお、種々の排水基準が適用される場合は、種々の排水基準を満たすための処理を加

味して公共用水域への排水の濃度を求める。 

２）予測地域 

予測地域は、汚水を排出する公共用水域とする。 

３）予測地点 

汚水を排出する地点とする。 

４）予測対象時期 

予測対象時期は、供用開始後定常状態になる時期及び環境影響が最大になる時期（最

大になる時期を設定することができる場合に限る。）の他、必要に応じて中間的な時期

についても設定する。 

(1) 定常状態 

定常状態としては、道路構造令第二条第二十一号で定める計画交通量が見込まれる

時期とする。 

(2) 環境影響が最大になる時期 
 

   省令第二十五条第四号でいう「環境影響が最大となる時期（最大になる時期を設定

することができる場合に限る。）」とは、対象道路の供用予定時期以降に地域の自動

車走行台キロの推計値が最大となる時期がある場合は、その時期をいう。また、それ

に該当しない場合については、対象道路事業の供用時期又は関連する道路整備等の影

響を考慮し、対象道路において定常状態となる交通量の推計値を明らかに超える時期

が設定できる場合、その時期をいう。 
 

(3) 中間的な時期 

暫定供用・部分供用が予定されている場合にあっては、必要に応じて＊2 当該時期を

予測対象時期として設定する。 

･････････（7.1）
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５）予測の不確実性 

新規の手法を用いる場合その他の環境影響の予測に関する知見が十分に蓄積されて

いない場合において、予測の不確実性の程度＊3 及び不確実性に係る環境影響の程度を勘

案して必要と認めるときは、当該不確実性の内容を明らかにできるようにしなければな

らない。 

 

別表第二  参考手法（予測の手法） 

水の濁り：休憩所の供用 

一  予測の基本的な手法 

 原単位法により浮遊物質量を計算 

二 予測地域 

 汚水を排水する公共用水域 

三 予測地点 

 汚水を排水する地点 

四 予測対象時期等 

 計画交通量の発生が見込まれる時期 

 

別表第二  参考手法（予測の手法） 

水の汚れ：休憩所の供用 

一  予測の基本的な手法 

 原単位法により生物化学的酸素要求量又は化学的酸素要求量を計算 

二 予測地域 

 汚水を排水する公共用水域 

三 予測地点 

 汚水を排水する地点 

四 予測対象時期等 

 計画交通量の発生が見込まれる時期 

 

【解 説】 

ＥＩＡ（方法書以降の手続に係る環境影響評価）の実施の段階で、対象事業以外の事

業活動等によりもたらされる水の濁りまたは水の汚れを、当該事業以外の事業に対する

環境影響評価結果等で具体に把握できる場合、この影響も勘案して予測を行う。 

「7.1.6 予測の手法」では、省令別表第二（第二十三条関係）に規定する参考予測手

法を具体的に示した。この予測手法は、評価に対して、合理的に十分対応できる手法で

ある。 
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*1「原単位法」 

(1) 予測手順 

排水汚濁負荷量の予測手順は、図－7.1.2 のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－7.1.2  排水汚濁負荷量の予測手順 

 

(2) 施設利用人数の算定 

  施設利用人数は、次式により算出する。 

 

施設利用人数(人/日)＝Σ（予測対象時期の交通量(台/日)×休日サービス係数 

                   ×立寄率×平均乗車人数(人/台)×車種別構成比率）×施設利用率 

車種別構成比率については、周辺の自動車交通状況等を勘案し、類似道路の道 

路交通センサスのデータを参考に適宜設定するものとする。なお、道路交通センサ

スのデータを用いる場合は、それぞれの車種を表－7.1.3 のように小型車、大型バ

ス、大型貨物車に分類するものとする。 

 

表－7.1.3 道路交通センサスの車種分類と予測に用いる車種分類 

 道路交通センサス

の車種分類  

予測に用いる

車種分類 

乗
用
車
類

軽乗用車 
小型車 

乗用車 

バス 大型バス 

貨
物
車
類 

軽貨物車 

小型車 小型貨物車 

貨客車 

普通貨物車 
大型貨物車 

特種(殊)車 

 

 また、各種係数の目安を表－7.1.4 に示す。 

  

予 測 対 象 時 期 の

交通量(台/日) 
各施設利用人数

の算定(人/日) 
汚 水 量 の 算 定

(m3/日) 
排 水 の 濃 度 と 量

の算定(mg/l) 

種々の排水基準を

満足するための浄

化槽等による処理 

汚 濁 負 荷 量 の

算定(ｇ/日) 
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表－7.1.4 施設利用人数の算定に用いる各種係数等一覧４） 

 
都市部・ 

一般部ＳＡ 
観光地ＳＡ 売店有ＰＡ 売店無ＰＡ 

休日サービス 

係数 

V：予測対象時期の交通量(台/日) 

V≦25,000･･･   1.4 

25,000<V≦50,000･･･1.65-V×10-5 

50,000<V       ･･･   1.15 

1.3 

立寄率 

小型車･･･････ 0.20 

大型バス･････ 0.33 

大型貨物車･･･ 0.16 

0.127 

平均乗車人数 

（人/台） 

小型車･･･････ 2.4 

大型バス･････  31 

大型貨物車･･･ 1.2 

小型車･･･････ 2.4 

大型バス･････  26 

大型貨物車･･･ 1.2 

公衆便所 

利用率 
0.75 0.80 0.75 0.58 

レストラン 

利用率 
0.16 － 

売店利用率 0.18 － 

 

(3) 汚水量の算定 

公衆便所汚水量（m3/日） 

＝１人当り汚水量原単位（ｍ３/人）×公衆便所利用人数（人/日） 

レストラン汚水量（m3/日） 

      ＝１人当り汚水量原単位（ｍ３/人）×レストラン利用人数（人/日）  

売店汚水量（m3/日） 

      ＝１人当り汚水量原単位（ｍ３/人）×売店利用人数（人/日） 

上記の式における１人当りの汚水量原単位の目安を表－7.1.5 に示す。 
 

表－7.1.5 施設別汚水量原単位（m3/人）４） 

 １人当り汚水量原単位 

公衆便所 0.01 

レストラン 0.05 

売 店 0.021 

 

(4) 汚濁負荷量の算定 

公衆便所からの汚濁負荷量（g/日） 

      ＝公衆便所汚水水質(mg/l）×公衆便所汚水量（m3/日） 

レストランからの汚濁負荷量（g/日） 

      ＝レストラン汚水水質(mg/l）×レストラン汚水量（m3/日） 

売店からの汚濁負荷量（g/日）＝売店汚水水質(mg/l）×売店汚水量（m3/日） 
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なお、表－7.1.6 の値は、各施設を利用する場合の汚濁負荷原単位（g/人）を１

人当たり汚水量で除した値である。 
 

表－7.1.6 施設別汚水水質（mg/l）４） 

 浮遊物質量（SS) 生物化学的酸素 

要求量（BOD) 

化学的酸素 

要求量（COD) 

公衆便所汚水 350 300 210 

レストラン汚水 90 350 140 

売店汚水 130 590 220 

 

(5) 排水の濃度と量の算定 

公共用水域への排水の濃度と量は、これまでに算出した汚水量及び汚濁負荷量に、

種々の排水基準を満たすための処理施設等の能力を加味することで求める。 

なお、種々の排水基準は、「7.1.2 地域特性の把握」を参照のこと。 

また、「建築基準法施行令」（昭和 25 年政令第 338 号）第三十二条において、し

尿浄化槽を設ける区域、処理対象人員、生物化学的酸素要求量の除去率と放流水の

許容濃度が定められている。 

*2「必要に応じて」 

施設が部分的に完成し供用されるとき（暫定供用・部分供用）は、一般に事業計画

の目標時期に比べて影響が小さい。しかし、対象道路周辺の道路網の整備状況等によ

っては、これらの時期の交通量が目標時期の交通量を上回ることも考えられる。この

ような状況が生じる時期をＥＩＡ（方法書以降の手続に係る環境影響評価）の段階で

設定できる場合には、当該時期の予測も行うものとする。 

*3「予測の不確実性の程度」 

予測の不確実性の程度は、予測の前提条件を変化させて得られる、それぞれの予測

の結果のばらつきの程度により、把握する。 
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7.1.7 環境保全措置の検討 

１）環境保全措置の検討 

  予測結果等から、環境影響がない又は極めて小さいと判断される場合以外にあっては、

事業者により実行可能な範囲内で環境影響をできる限り回避又は低減すること及び国

又は関係する地方公共団体が実施する環境の保全に関する施策によって示されている

基準又は目標の達成に努めることを目的として環境保全措置＊1 を検討する。その検討が

ＥＩＡにおいて段階的に実施された場合＊2 は、それぞれの検討の段階における環境保全

措置の具体的な内容を明らかにできるよう整理する。 

２）検討結果の検証 

１）の検討を行った場合は、環境保全措置についての複数案の比較検討、実行可能な

より良い技術が取り入れられているかどうかの検討により、実行可能な範囲内において

環境影響をできる限り回避又は低減されているかどうかを検証する。 

３）検討結果の整理 

１）の検討を行った場合は、以下の事項を明らかにする。 

(1) 環境保全措置の実施主体、方法その他の環境保全措置の実施の内容 

(2) 環境保全措置の効果、種類及び当該環境保全措置を講じた後の環境の状況の変化

並びに必要に応じ当該環境保全措置の効果の不確実性の程度 

(3) 環境保全措置の実施に伴い生ずるおそれがある環境への影響 

４）事後調査 

以下の事項に該当する場合であって、かつ環境影響の程度が著しいものとなるおそれ

があるときは、事後調査を実施＊3 する。 

(1) 予測の不確実性の程度が大きい予測手法を用いる場合で環境保全措置を講ずる場合 

(2) 効果に係る知見が不十分な環境保全措置を講ずる場合 

【解 説】 

*1「環境保全措置」 

休憩所の供用に係る水の濁り（又は水の汚れ）における環境保全措置の例としては、

浄化槽の設置がある。これにより、汚濁濃度を一定値まで低下させた後、処理水を公

共用水域に排出することが可能となる。従って、効果を定量的に予測できるため、一

般的に効果の不確実性は想定されない。また、浄化槽の設置により生ずるおそれのあ

る環境への影響は特に考えられない。 

その他、休憩所からの排出水の下水処理場への搬送等が考えられるが、この場合は、

項目の選定の段階で項目を削除することになる。 

*2「ＥＩＡにおいて段階的に実施された場合」 

ＥＩＡとは、方法書以降の手続に係る環境影響評価のことである。段階的に実施さ

れた場合とは、方法書、準備書、評価書の各段階において環境保全措置の内容が変化

した場合が相当する。 

*3「事後調査を実施」 

予測の基本的な手法として設定している「原単位法」を、その適用範囲において用 

いて環境保全措置の効果を予測する場合は、その効果に関する知見が十分に蓄積され

ていると判断でき、事後調査を行う必要はないと考えられる。  
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7.1.8 評価の手法 

評価の手法は以下による。 

１）回避又は低減に係る評価 

調査及び予測の結果並びに環境保全措置の検討を行った場合にはその結果を踏まえ、

休憩所の供用に係る水の濁り（又は水の汚れ）に関する影響が、事業者により実行可能

な範囲内でできる限り回避され、又は低減されており、必要に応じその他の方法により

環境の保全についての配慮が適正になされているかどうかについて、見解を明らかにす

ることにより行う。 

２）基準又は目標との整合性の検討 

国又は関係する地方公共団体による環境保全の観点からの施策によって、選定項目に

関して基準又は目標＊１が示されている場合には、当該基準又は目標と調査、予測及び環

境保全措置の結果との間に整合が図られているかどうかを評価＊２する。 

 

【解 説】 

*1「基準又は目標」 

休憩所の供用に係る水の濁り（又は水の汚れ）において整合を図る基準又は目標は、

表－7.1.7 のとおりである。 

表－7.1.7  整合を図る基準又は目標 

環境要素の区分 影響要因の区分 標準的に整合を図る基準又は目標 

水 質 

（水の濁り及び

水の汚れ） 

休憩所の供用 「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和 46 年 12

月 28 日環告 59 号）第１の規定により、環境省又は都

道府県が指定した水域類型に係る生活環境の保全に

関する環境基準 

注）環境基本法第十六条には、環境基準について、以下のとおり記されている。 

・政府は、人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準を定める

ものとする。 

・政府は、公害の防止に関する施策を総合的かつ有効適切に講ずることにより、環境基準が確保され

るように努めなければならない。 

 

整合を図る基準又は目標のうち、生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）、化学的酸素要

求量（ＣＯＤ）及び浮遊物質量（ＳＳ）の環境基準は、表－7.1.8～7.1.9 のように定

められている。 

表－7.1.8 生物化学的酸素要求量・浮遊物質量の環境基準（河川(湖沼を除く)） 

項目 

類型 

利用目的の適応性 基準値（日間平均値） 

生物化学的酸素要求量

（ＢＯＤ) 

浮遊物質量 

（ＳＳ） 

ＡＡ 水道１級・自然環境保全及 

びＡ以下の欄に掲げるもの 

１mg/ｌ以下 25mg/ｌ以下 

Ａ 水道２級・水産１級・水浴 

及びＢ以下の欄に掲げるもの

２mg/ｌ以下 25mg/ｌ以下 

Ｂ 水道３級・水産２級及びＣ 

以下の欄に掲げるもの 

３mg/ｌ以下 25mg/ｌ以下 

Ｃ 水産３級・工業用水１級及 

びＤ以下の欄に掲げるもの 

５mg/ｌ以下 50mg/ｌ以下 
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Ｄ 工業用水２級・農業用水及 

びＥの欄に掲げるもの 

８mg/ｌ以下 100mg/ｌ以下 

Ｅ 工業用水３級・環境保全 10mg/ｌ以下 ごみ等の浮遊が認めら

れないこと。 

注）１自然環境保全：自然探勝等の環境保全 

２水道１級  ：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 

    水道２級  ：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの 

    水道３級  ：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの 

３水産１級  ：ヤマメ、イワナ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産２級及び水産３級の水

産生物用 

    水産２級  ：サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物用及び水産３級の水産生物用 

    水産３級  ：コイ、フナ等、β－中腐水性水域の水産生物用 

   ４工業用水１級：沈殿等による通常の浄水操作を行うもの 

    工業用水２級：薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの 

    工業用水３級：特殊の浄水操作を行うもの 

   ５環境保全  ：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度 

 

表－7.1.9 化学的酸素要求量・浮遊物質量の環境基準（湖沼(天然湖沼及び貯水量が 1,000 万立方 

メートル以上であり、かつ、水の滞留時間が４日間以上である人工湖)）  

項目 

類型 
利用目的の適応性 基準値（日間平均値） 

化学的酸素要求量 

（ＣＯＤ) 
浮遊物質量 

（ＳＳ） 
ＡＡ 水道１級・水産１級・自然環境保全

及びＡ以下の欄に掲げるもの 
１mg/ｌ以下 １mg/ｌ以下 

Ａ 水道２､３級・水産２級・水浴及び

Ｂ以下の欄に掲げるもの 
３mg/ｌ以下 ５mg/ｌ以下 

Ｂ 水産３級・工業用水１級・農業用水

及びＣの欄に掲げるもの 
５mg/ｌ以下 15mg/ｌ以下 

Ｃ 工業用水２級・環境保全 ８mg/ｌ以下 ごみ等の浮遊が認

められないこと。 
備考 

水産１級、水産２級及び水産３級については、当分の間、浮遊物質量の項目の基準値は適

用しない。 
注）１自然環境保全：自然探勝等の環境保全  

   ２水道１級  ：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの  
    水道２､３級  ：沈殿ろ過等による通常の浄水操作、又は、前処理等を伴う高度の浄水操作を行

うもの  
   ３水産１級  ：ヒメマス等貧栄養湖型の水域の水産生物用並びに水産２級及び水産３級の水産

生物用  
    水産２級  ：サケ科魚類及びアユ等貧栄養湖型の水域の水産生物用及び水産３級の水産生物  
           用  
    水産３級  ：コイ、フナ等富栄養湖型の水域の水産生物用  
   ４工業用水１級：沈殿等による通常の浄水操作を行うもの  
    工業用水２級：薬品注入等による高度の浄水操作、又は、特殊な浄水操作を行うもの  
   ５環境保全  ：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度  

 

*2「整合が図られているかどうかを評価」３） 

基準又は目標との整合が図られているかどうかを評価する場合は、排水基準等が定

められている公共用水域にあってはその基準等に適合させるための措置を踏まえ、ま

た排水基準等が定められていない公共用水域については、必要に応じ環境保全措置を
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踏まえて予測された汚濁負荷量から公共用水域の水質濃度を科学的知見に基づいて求

め、水質に与える影響を検討することにより行う。 

水質濃度を求める際には、拡散式を用いることができる。拡散式を用いて公共用水

域の水質を求める手順は、図－7.1.3 のとおりである。ただし、拡散係数等のパラメ

ータについては、既存資料、類似事例、現地調査により適切に求める。 

なお、拡散が速やかに進行するような公共用水域では、完全混合として水質濃度を

求めることができる。 

この他、経験式による計算、類似事例の引用による手法を用いてもよい。 

 

 

 

 

 

 

図－7.1.3  拡散式を用いて公共用水域の水質を求める手順 
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